
] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 408¶643¶436 408¶643¶436 `

]未収金 36¶554¶421 36¶554¶421 `

^短期リース債務 (249¶769¶178) (249¶769¶178) (`)

_未払金 (265¶499¶967) (265¶499¶967) (`)

`長期リース債務 (697¶623¶929) (699¶048¶556) (1¶424¶627)

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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【重要な会計方針】
当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」並びに「独
立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（以下、独立行政法人会計基準等」
という。）を適用して、財務諸表を作成しております。
１ 運営費交付金収益の計上基準
業務のための支出額を限度として収益化する方法（費用進行基準）を採用しています。これは、
業務達成基準及び期間進行基準を採用することは、中期計画及びこれを具体化する年度計画等にお
いて対応関係が不明確であるため困難であり、費用進行基準を採用する必要があるためであります。
２ 固定資産の減価償却の方法
定額法を採用しています。
なお、主な固定資産の耐用年数は以下のとおりです。
建物 ３～50年
構築物 ７～47年
車両運具 ６年
工具器具備品 ３～15年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減価
償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。
３ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職給付については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計
上していません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職
する役職員について、当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除し、
その差額から退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して計算しています。
４ 賞与引当金及び見積額の計上基準
賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上していません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在職する役職
員等について、当期末の支給見積額から前期末の支給見積額を控除して計算しています。
５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代などを参考として単価を決定し、使用面積に応じた負担額により算出しています。

] 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付け国債の平成24年３月末利回りを参考に0•985％で算出しています。

６ リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっています。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっています。
７ 消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

８ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金は、随時引き出し可能な預金からなっています。

【貸借対照表関係】
１ 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額

511¶451¶440円
２ 運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額

37¶460¶633円
３ 金融商品に関する事項
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金に限定しており、株式等は保有しておりません。

（注１） 金融商品の時価の算定方法に関する事項
{ 現金及び預金、| 未収金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

} 短期リース債務
短期リース債務は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

~ 未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

� 長期リース債務
長期リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リースを行った場合に想定
される利率で割り引いて算出する方法によっております。

（注２） 敷金・保証金
敷金・保証金について、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることな
どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。

４ 資産除去債務関係
当法人は、アジア歴史資料センターの不動産賃貸契約に基づき、退去時における原状回復に係る
債務を有しておりますが、当該債務に関する賃貸資産の使用期限が明確でなく、現時点において移
転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債
務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
【損益計算書関係】
ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、�3¶334¶836円であり、当該影響額を除いた当
期総損失は、14¶239¶703円であります。
【キャッシュ・フロー計算書関係】
１ 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 408¶643¶436円

G G G G G G

資金期末残高 408¶643¶436円

á á á á á á

２ 重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得

741¶165¶887円
【重要な債務負担行為】
翌年度以降に支払を予定している重要な債務負担行為額は、建物耐震改修工事にかかる121¶667¶895

円であります。
【重要な後発事象】
該当無し
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